
規 則

�愛媛県規則第２０号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３０年３月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部を改正する規則

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（昭和５２年愛媛県規則第４４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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○ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則等を廃止する規則

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…２２８

県議会告示

○ 愛媛県議会会議規則の一部改正………………………………………………………………………………………………………………………（議会事務局）…２２８

県議会訓令

○ 愛媛県議会事務局規程の一部を改正する訓令………………………………………………………………………………………………………（議会事務局）…２２８

公営企業訓令

○ 愛媛県公営企業管理局事務決裁規則の一部を改正する訓令…………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…２２９

改 正 後 改 正 前

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

項 左 欄 右欄 項 左 欄 右欄

１～８

省略

１～８

省略

９ 省令第５条の４の２第１項及び第５条の９の２

第１項（省令第５条の１０の１２において準用する

場合を含む。）の届出書

省略 ９ 省令第５条の４の２第１項及び第５条の９の２

第１項

の届出書

省略

１０ 省

略

１０ 省

略
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１１ 省令第５条の５の２第１項（省令第５条の５の

４において準用する場合を含む。）、第５条の

５の２の２第１項、第５条の１０の２第１項及び

第５条の１０の２の２第１項の申請書

省略 １１ 省令第５条の５の２第１項（省令第５条の５の

４において準用する場合を含む。）及び第５条

の１０の２第１項

の申請書

省略

１２～１４

省略

１２～１４

省略

１５ 省令第５条の８第１項（省令第５条の１０の１０に

おいて準用する場合を含む。）の届出書

省略 １５ 省令第５条の８第１項

の届出書

省略

１６～２０

省略

１６～２０

省略

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

送付し、又は提出することによつて行うものとする。

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

送付し、又は提出することによつて行うものとする。

項 左 欄 右欄 項 左 欄 右欄

１ 法第９条の３第１項及び第９条の３の３第１項

の規定による届出

省略 １ 法第９条の３第１項

の規定による届出

省略

２ 法第９条の３第４項ただし書（同条第９項及び

法第９条の３の３第３項において準用する場合

を含む。）の通知

省略 ２ 法第９条の３第４項ただし書（同条第９項

において準用する場合

を含む。）の通知

省略

３ 法第１９条の１２第３項の規定による閲覧の請求 省略 ３ 法第１９条の１１第３項の規定による閲覧の請求 省略

４～６

省略

４～６

省略

２ 省略

（許可証等の再交付）

第４条 次の表の左欄に掲げる者は、交付を受けた許可証、認定証

又は登録証明書を破り、汚し、又は失つた場合は、同表の右欄に

掲げる再交付申請書に、破り、又は汚したときはその許可証、認

定証又は登録証明書を添付して知事に提出し、許可証、認定証又

は登録証明書の再交付を受けることができる。

２ 省略

（許可証等の再交付）

第４条 次の表の左欄に掲げる者は、交付を受けた許可証、認定証

又は登録証明書を破り、汚し、又は失つた場合は、同表の右欄に

掲げる再交付申請書に、破り、又は汚したときはその許可証、認

定証又は登録証明書を添付して知事に提出し、許可証、認定証又

は登録証明書の再交付を受けることができる。

項 左 欄 右 欄 項 左 欄 右 欄

１・２

省略

１・２

省略

３ 法第１２条の７第１項又は

第７項の認定を受けた者

２以上の事業者による産業

廃棄物の処理に係る特例認

定証再交付申請書（様式第

２８号の２）

４ 省略 ３ 省略

５ 省略 ４ 省略

（許可証等の返還）

第５条 前条の表１の項左欄若しくは同表４の項同欄の許可に係る

許可証の交付を受けた者、同表２の項同欄若しくは同表３の項同

欄の認定に係る認定証の交付を受けた者又は同表５の項同欄の登

録に係る登録証明書の交付を受けた者は、当該許可証、認定証又

は登録証明書に係る許可、認定又は登録の効力が消滅したときは

当該許可証、認定証又は登録証明書を、同条の規定により許可

証、認定証又は登録証明書の再交付を受けた後に失つた許可証、

認定証又は登録証明書を発見したときは当該許可証、認定証又は

登録証明書を知事に返還しなければならない。

様式第９号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設軽微変更等届出書

（許可証等の返還）

第５条 前条の表１の項左欄若しくは同表３の項同欄の許可に係る

許可証の交付を受けた者、同表２の項同欄

の認定に係る認定証の交付を受けた者又は同表４の項同欄の登

録に係る登録証明書の交付を受けた者は、当該許可証、認定証又

は登録証明書に係る許可、認定又は登録の効力が消滅したときは

当該許可証、認定証又は登録証明書を、同条の規定により許可

証、認定証又は登録証明書の再交付を受けた後に失つた許可証、

認定証又は登録証明書を発見したときは当該許可証、認定証又は

登録証明書を知事に返還しなければならない。

様式第９号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設軽微変更等届出書

愛 媛 県 報平成３０年３月３０日 第２９６２号
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省略 省略

変更の内容

（軽微な変

更等がある

場合）

省略 変更の内容

（軽微な変

更等がある

場合）

省略

△廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規

則（昭和４６年厚生省令第３５号。以下「省

令」と い う。）第５条 の４（第６号 を 除

く

。）に掲げる事項の変更

△廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規

則（昭和４６年厚生省令第３５号。以下「省

令」と い う。）第５条 の４（第６号 を 除

き、省令第５条の９において準用する場合

を含む。）に掲げる事項の変更

省略 省略

省略 省略

注１・２ 省略

３ △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利

用することとし、同欄にその記載事項の全て を記載する

ことができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載

し、別紙を添付すること。

４～６ 省略

様式第１０号（第２条関係） 一般廃棄物最終処分場埋立処分終了届

出書

注１・２ 省略

３ △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利

用することとし、同欄にその記載事項のすべてを記載する

ことができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載

し、別紙を添付すること。

４～６ 省略

様式第１０号（第２条関係） 一般廃棄物最終処分場埋立処分終了届

出書

省略 省略

埋め立てた廃棄物の種類（当該廃棄物に石綿含有一般

廃棄物又は水銀処理物が含まれる場合は、その旨を含

む。）、数量及び性状

省略 埋め立てた廃棄物の種類（当該廃棄物に石綿含有一般

廃棄物 が含まれる場合は、その旨を含

む。）、数量及び性状

省略

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

�～� 省略

� 水銀処理物を埋め立てた場合は、当該水銀処理物が埋

め立てられている位置を示す図面

様式第１１号（第２条関係） 一般廃棄物最終処分場廃止確認申請書

注１・２ 省略

３ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

�～� 省略

様式第１１号（第２条関係） 一般廃棄物最終処分場廃止確認申請書

省略 省略

埋め立てた一般廃棄物の種類（当該一般廃棄物に石綿

含有一般廃棄物又は基準適合水銀処理物が含まれる場

合は、その旨を含む。）及び数量又は埋め立てた水銀

処理物の数量

省略 埋め立てた一般廃棄物の種類（当該一般廃棄物に石綿

含有一般廃棄物 が含まれる場

合は、その旨を含む。）及び数量

省略

省略 省略

（基準不適合水銀処理物の埋立処分の用に供された最終処分

場以外の最終処分場である場合）

埋立地の保有水等の水質の状況

埋立地からのガスの発生の状況

埋立地の保有水等の水質の状況 埋立地の内部及び周辺の地中の温度の状況

埋立地からのガスの発生の状況 埋立地の覆いの概要

埋立地の内部及び周辺の地中の温度の状況

埋立地の覆いの概要

（基準不適合水銀処理物の埋立処分の用に供された最終処分

場である場合）

埋立地の覆いの厚さ、材料及び強度

埋め立てた一般廃棄物又は外周仕切設備について

講じた措置の内容

注１～４ 省略

５ 「覆い」とは、基準省令第１条第２項第１７号（基準不適

合水銀処理物の埋立処分の用に供された最終処分場にあつ

ては、基準省令第１条の２第２項第４号）の規定による覆

注１～４ 省略

５ 「覆い」とは、基準省令第１条第２項第１７号

の規定による覆

愛 媛 県 報平成３０年３月３０日 第２９６２号
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様式第２８号の次に次の１様式を加える。

いをいう。

６ 「埋め立てた一般廃棄物又は外周仕切設備について講じ

た措置」とは、基準省令第１条の２第３項第３号の規定に

より講じた措置をいう。

７ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。ただし、基準

不適合水銀処理物の埋立処分の用に供された最終処分場に

あつては、�及び�に掲げる書類及び図面の添付を要しな

い。

�～� 省略

� 基準適合水銀処理物を埋め立てた場合は、当該基準適

合水銀処理物が埋め立てられている位置を示す図面

� 省略

様式第１９号（第２条関係） 一般廃棄物の種類等届出書

いをいう。

６ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

�～� 省略

� 省略

様式第１９号（第２条関係） 一般廃棄物の種類等届出書

省略 省略

産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種

類ごとの年間の処理量（当該施設が石綿含有産業廃棄

物の溶融施設である場合にあつては 石綿含有一般廃

棄物の処理量を、当該施設が産業廃棄物の最終処分場

（水銀処理物に係るものに限る。）である場合にあつ

ては水銀処理物の処理量を含む。）の見込み

省略 産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種

類ごとの年間の処理量（当該施設が石綿含有産業廃棄

物の溶融施設である場合にあつては、石綿含有一般廃

棄物の処理量

を含む。）の見込み

省略

注 省略

様式第２０号（第２条、様式第２６号関係） 一般廃棄物の種類等届出

受理書

注 省略

様式第２０号（第２条、様式第２６号関係） 一般廃棄物の種類等届出

受理書

省略 省略

産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の

種類（当該施設が石綿含有産業廃棄物の溶融施設で

ある場合にあつては 石綿含有一般廃棄物を、当該

施設が産業廃棄物の最終処分場（水銀処理物に係る

ものに限る。）である場合にあつては水銀処理物を

処理する旨）

産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の

種類（当該施設が石綿含有産業廃棄物の溶融施設で

ある場合にあつては、石綿含有一般廃棄物

を

処理する旨）

省略 省略

様式第２２号（第３条関係） 一般廃棄物処理施設設置等届出内容相

当通知書

様式第２２号（第３条関係） 一般廃棄物処理施設設置等届出内容相

当通知書

省略

年 月 日付けで から提出のあつた一般

廃棄物処理施設設置等の届出書については、 年 月

日受理し、その届出の内容が相当であると認めたので、廃

棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第

９条の３第４項ただし書（第９条の３第９項において準用す

る同条第４項ただし書）（第９条の３の３第３項において準

用する同法第９条の３第４項ただし書）の規定により通知し

ます。

省略

年 月 日付けで から提出のあつた一般

廃棄物処理施設設置等の届出書については、 年 月

日受理し、その届出の内容が相当であると認めたので、廃

棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第

９条の３第４項ただし書

の規定により通知し

ます。

注 不要の文字は、抹消すること。
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様式第２８号の２（第４条関係） ２以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定証再交付申請書

愛 媛 県 報平成３０年３月３０日 第２９６２号
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附 則

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則様式第１１号の規定による一般廃棄物最終処

分場廃止確認申請書は、改正後の廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則様式第１１号の規定による一般廃棄物最終処分場廃止確認申

請書とみなす。

�愛媛県規則第２１号
公立大学法人愛媛県立医療技術大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３０年３月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

公立大学法人愛媛県立医療技術大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部を改正する規則

公立大学法人愛媛県立医療技術大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成２２年愛媛県規則第２０号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１条 省略

（監査報告の作成）

第２条 監事は、その職務を適切に遂行するため、次に掲げる者と

の意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めなけ

ればならない。この場合において、役員（監事を除く。第１号並

びに第４項第３号及び第４号において同じ。）は、監事の職務の

執行のための必要な体制の整備に留意しなければならない。

� 法人の役員及び職員

� 前号に掲げる者のほか、監事が適切に職務を遂行するに当た

り意思疎通を図るべき者

２ 前項の規定は、監事が公正不偏の態度及び独立の立場を保持す

ることができなくなるおそれのある関係の創設及び維持を認める

ものと解してはならない。

３ 監事は、その職務の遂行に当たり、必要に応じ、法人の他の監

事との意思疎通及び情報の交換を図るよう努めなければならな

い。

４ 監査報告には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

� 監事の監査の方法及びその内容

� 法人の業務が、法令等に従って適正に実施されているかどう

か及び中期目標（法第２５条第１項に規定する中期目標をいう。

以下同じ。）の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施され

ているかどうかについての意見

� 法人の役員の職務の執行が法令等に適合することを確保する

ための体制その他法人の業務の適正を確保するための体制の整

備及び運用についての意見

� 法人の役員の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令等に違

反する重大な事実があったときは、その事実

� 監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びそ

の理由

� 監査報告を作成した日

（監事の調査の対象となる書類）

第３条 法第１３条第６項第２号の規則で定める書類は、この規則の

規定に基づき知事に提出する書類とする。

第４条 省略

第５条 省略

第６条 省略

第１条 省略

第２条 省略

第３条 省略

第４条 省略

改 正 後 改 正 前
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第７条 省略

第８条 省略

第９条 省略

第１０条 省略

（事業報告書の作成）

第１１条 法第３４条第２項の事業報告書には、次に掲げる事項を記載

しなければならない。

� 法人に関する基礎的な情報

ア 目標、業務内容、沿革、設立に係る根拠法、組織図その他

の法人の概要

イ 事務所の所在地

ウ 資本金の額（前事業年度末からの増減を含む。）

エ 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴

オ 常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平

均年齢並びに法人への出向者の数

カ 非常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）

� 財務諸表の要約

� 財務情報

ア 財務諸表に記載された事項の概要

イ 重要な施設等の整備等の状況

ウ 予算及び決算の概要

� 事業に関する説明

ア 財源の内訳

イ 財務情報及び業務の実績に基づく説明

� その他事業に関する事項

（財務諸表等の閲覧期間）

第１２条 法第３４条第３項の規則で定める期間は、６年とする。

（納付金の納付の手続）

第１５条 法人は、法第４０条第５項に規定する残余があるときは、同

項の規定により納付する残余の額（以下「納付金」という。）の

計算書に、当該期間最後の事業年度の事業年度末の貸借対照表、

当該期間最後の事業年度の損益計算書その他の当該納付金の計算

の基礎を明らかにした書類を添付して、当該期間最後の事業年度

の次の事業年度の知事が別に定める日までに、知事に提出しなけ

ればならない。ただし、前条第１項の申請書を提出したときは、

これに添付した同条第２項に規定する書類を重ねて提出すること

第５条 省略

（各事業年度に係る業務の実績に関する評価の手続）

第６条 法人は、法第２８条第１項の規定により各事業年度における

業務の実績について愛媛県公立大学法人評価委員会（以下「委員

会」という。）の評価を受けようとするときは、年度計画に定め

た事項ごとにその実績を明らかにした報告書を当該事業年度の終

了後３月以内に委員会に提出しなければならない。

（中期目標に係る事業報告書の記載事項）

第７条 法第２９条第１項の中期目標（法第２５条第１項に規定する中

期目標をいう。以下同じ。）に係る事業報告書においては、当該

中期目標に定められた事項ごとにその実績を明らかにしなければ

ならない。

（中期目標に係る業務の実績に関する評価の手続）

第８条 法人は、法第３０条第１項の規定により中期目標の期間にお

ける業務の実績について委員会の評価を受けようとするときは、

当該中期目標に定められた事項ごとにその実績を明らかにした報

告書を当該中期目標の期間の終了後３月以内に委員会に提出しな

ければならない。

第９条 省略

第１０条 省略

第１１条 省略

（財務諸表等の閲覧期間）

第１２条 法第３４条第４項の規則で定める期間は、６年とする。

（納付金の納付の手続）

第１５条 法人は、法第４０条第６項に規定する残余があるときは、同

項の規定により納付する残余の額（以下「納付金」という。）の

計算書に、当該期間最後の事業年度の事業年度末の貸借対照表、

当該期間最後の事業年度の損益計算書その他の当該納付金の計算

の基礎を明らかにした書類を添付して、当該期間最後の事業年度

の次の事業年度の知事が別に定める日までに、知事に提出しなけ

ればならない。ただし、前条第１項の申請書を提出したときは、

これに添付した同条第２項に規定する書類を重ねて提出すること
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を要しない。

第１８条 省略

（内部組織）

第１９条 法第５６条の２第１号の規則で定める内部組織は、現に存す

る理事長の直近下位の内部組織として知事が定めるもの（以下

「現内部組織」という。）であって再就職者（離職後２年を経過

した者を除く。以下同じ。）が離職前５年間に在職していたもの

とする。

（管理又は監督の地位）

第２０条 法第５６条の２第２号の規則で定める地位は、職員の退職管

理に関する規則（愛媛県人事委員会規則１６―０）第２２条に掲げる

職に相当するものとして知事が定めるものとする。

（業務実績等報告書）

第２１条 法第７８条の２第２項に規定する報告書には、当該報告書が

次の各号に掲げる報告書のいずれに該当するかに応じ当該各号に

定める項目ごとに自ら評価を行った結果を記載しなければならな

い。

� 事業年度における業務の実績及び当該実績について自ら評価

を行った結果を明らかにした報告書 当該事業年度に係る年度

計画に定めた項目

� 中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間におけ

る業務の実績及び当該実績について自ら評価を行った結果を明

らかにした報告書並びに中期目標の期間における業務の実績及

び当該実績について自ら評価を行った結果を明らかにした報告

書 中期計画に定めた項目

２ 法人は、法第７８条の２第２項に規定する報告書を愛媛県公立大

学法人評価委員会に提出したときは、速やかに、当該報告書をイ

ンターネットの利用その他の適切な方法により公表しなければな

らない。

を要しない。

第１８条 省略

附 則

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２２号
狂犬病予防法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３０年３月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

狂犬病予防法施行細則の一部を改正する規則

狂犬病予防法施行細則（昭和２５年愛媛県規則第８４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（予防員）

第２条 法第３条第１項の規定による狂犬病予防員（以下「予防

員」という。）は、保健福祉部健康衛生局薬務衛生課、保健所、

食肉衛生検査センター、動物愛護センター及び衛生環境研究所に

勤務する獣医師のうちから任命する。

（予防員）

第２条 法第３条第１項の規定による狂犬病予防員（以下「予防

員」という。）は、保健福祉部健康衛生局薬務衛生課、保健所及

び動物愛護センター に

勤務する獣医師のうちから任命する。
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�愛媛県規則第２３号
愛媛県県道に設ける道路標識の寸法を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３０年３月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県道に設ける道路標識の寸法を定める規則の一部を改正する規則

第１条 愛媛県県道に設ける道路標識の寸法を定める規則（平成２５年愛媛県規則第３３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表

案内標識

別表

案内標識

非常電話（１１６の４） 待避所（１１６の５）
非常駐車帯（１１６の

６）
非常電話（１１６の２） 待避所（１１６の３）

非常駐車帯（１１６の

４）

省略 省略

駐車場（１１７―Ａ）
登坂車線（１１７の３

―Ａ）

省略
駐車場（１１７―Ａ）

登坂車線（１１７の２

―Ａ）

省略

省略 省略

県道番号（１１８の２

―Ｂ）

県道番号（１１８の２

―Ｃ）

総重量限度緩和指

定道路（１１８の４―

Ａ）

県道番号（１１８の２

―Ｂ）

県道番号（１１８の２

―Ｃ）

総重量限度緩和指

定道路（１１８の３―

Ａ）

省略 省略

総重量限度緩和指

定道路（１１８の４―

Ｂ）

高さ限度緩和指定

道路（１１８の５―

Ａ）

高さ限度緩和指定

道路（１１８の５―

Ｂ）

総重量限度緩和指

定道路（１１８の３―

Ｂ）

高さ限度緩和指定

道路（１１８の４―

Ａ）

高さ限度緩和指定

道路（１１８の４―

Ｂ）

省略 省略

省略 省略

省略

備考

１ 省略

２ 寸法

�・� 省略

� 「駐 車 場（１１７―Ａ）」、「県 道 番 号（１１８の２―

Ａ）」、「総重量限度緩和指定道路」、「高さ限度緩和指

定 道 路（１１８の５―Ａ・Ｂ）」及 び「ま わ り 道（１２０―

Ａ）」を表示する案内標識並びに警戒標識については、道

路の形状又は交通の状況により特別の必要がある場合にあ

っては図示の寸法（�に規定するところにより図示の横寸

法を拡大する場合にあっては、当該拡大後の図示の寸法）

の１．３倍、１．６倍又は２倍に、それぞれ拡大することができ

る。

� 「登坂車線（１１７の３―Ａ）」、「県道番号（１１８の２―

Ｂ・Ｃ）」及び「道路の通称名（１１９―Ａ・Ｂ・Ｃ）」を

表示する案内標識については、道路の形状又は交通の状況

により特別の必要がある場合にあっては、図示の寸法の

１．５倍又は２倍に、それぞれ拡大することができる。

�・� 省略

３ 文字等の大きさ等

� 省略

� 「方面、方向及び道路の通称名の予告」、「方面、方向

及び道路の通称名」、「著名地点（１１４―Ｂ）」、「非常

電話」、「待避所」、「非常駐車帯」、「駐車場（１１７―

省略

備考

１ 省略

２ 寸法

�・� 省略

� 「駐 車 場（１１７―Ａ）」、「県 道 番 号（１１８の２―

Ａ）」、「総重量限度緩和指定道路」、「高さ限度緩和指

定 道 路（１１８の４―Ａ・Ｂ）」及 び「ま わ り 道（１２０―

Ａ）」を表示する案内標識並びに警戒標識については、道

路の形状又は交通の状況により特別の必要がある場合にあ

っては図示の寸法（�に規定するところにより図示の横寸

法を拡大する場合にあっては、当該拡大後の図示の寸法）

の１．３倍、１．６倍又は２倍に、それぞれ拡大することができ

る。

� 「登坂車線（１１７の２―Ａ）」、「県道番号（１１８の２―

Ｂ・Ｃ）」及び「道路の通称名（１１９―Ａ・Ｂ・Ｃ）」を

表示する案内標識については、道路の形状又は交通の状況

により特別の必要がある場合にあっては、図示の寸法の

１．５倍又は２倍に、それぞれ拡大することができる。

�・� 省略

３ 文字等の大きさ等

� 省略

� 「方面、方向及び道路の通称名の予告」、「方面、方向

及び道路の通称名」、「著名地点（１１４―Ｂ）」、「非常

電話」、「待避所」、「非常駐車帯」、「駐車場（１１７―
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告 示

�愛媛県告示第３３５号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３条の３第９項の規定に基づ

き、松山港港湾計画の変更の概要を次のとおり告示する。

平成３０年３月３０日

松山港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ 港湾計画の変更の概要

港湾計画の変更の概要（平成５年８月愛媛県告示第１０７１号）に

よりその概要を告示した松山港港湾計画について変更した事項は、

次のとおりである。

� 水域施設計画

ア 泊地

既設の港湾施設を変更する事項

地区名 水深（メートル） 面積（ヘクタール）

外 港
１３．０ １

１０．０

第２条 愛媛県県道に設ける道路標識の寸法を定める規則の一部を次のように改正する。

「

別表中 を

」

「

に改める。

」

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

Ａ）」、「登坂車線（１１７の３―Ａ）」、「県道番号」、

「総重量限度緩和指定道路」、「高さ限度緩和指定道路

（１１８の５―Ａ・Ｂ）」、「道路の通称名（１１９―Ａ・Ｂ・

Ｃ）」及び「まわり道」を表示する案内標識以外の案内標

識の文字の大きさは、次の表の左欄に掲げる道路の設計速

度の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる値（ローマ

字にあっては、その２分の１の値）を基準とする。ただ

し、必要がある場合は、１．５倍、２倍、２．５倍又は３倍に、

それぞれ拡大することができる。

Ａ）」、「登坂車線（１１７の２―Ａ）」、「県道番号」、

「総重量限度緩和指定道路」、「高さ限度緩和指定道路

（１１８の４―Ａ・Ｂ）」、「道路の通称名（１１９―Ａ・Ｂ・

Ｃ）」及び「まわり道」を表示する案内標識以外の案内標

識の文字の大きさは、次の表の左欄に掲げる道路の設計速

度の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる値（ローマ

字にあっては、その２分の１の値）を基準とする。ただ

し、必要がある場合は、１．５倍、２倍、２．５倍又は３倍に、

それぞれ拡大することができる。

省略 省略

�～� 省略

� 縁、縁線及び区分線の太さは、次の寸法を基準とする。

ア 案内標識

縁は、「待避所」、「駐車場（１１７―Ａ）」及び「ま

わり道（１２０―Ｂ）」を表示するものについては９ミリ

メートル、「県道番号（１１８の２―Ａ）」、「総重量限

度緩和指定道路」及び「高さ限度緩和指定道路（１１８の

５―Ａ・Ｂ）」を表示するものについては１６ミリメート

ル、「登坂車線（１１７の３―Ａ）」を表示するものにつ

いては１０ミ リ メ ー ト ル、「県 道 番 号（１１８の２―Ｂ・

Ｃ）」及び「道路の通称名（１１９―Ａ・Ｂ・Ｃ）」を表

示するものについては８ミリメートル、その他のものに

ついては日本字の大きさの２０分の１以上の太さとし、縁

線及び区分線は、日本字の大きさの２０分の１以上の太さ

とする。

イ 省略

�～� 省略

� 縁、縁線及び区分線の太さは、次の寸法を基準とする。

ア 案内標識

縁は、「待避所」、「駐車場（１１７―Ａ）」及び「ま

わり道（１２０―Ｂ）」を表示するものについては９ミリ

メートル、「県道番号（１１８の２―Ａ）」、「総重量限

度緩和指定道路」及び「高さ限度緩和指定道路（１１８の

４―Ａ・Ｂ）」を表示するものについては１６ミリメート

ル、「登坂車線（１１７の２―Ａ）」を表示するものにつ

いては１０ミ リ メ ー ト ル、「県 道 番 号（１１８の２―Ｂ・

Ｃ）」及び「道路の通称名（１１９―Ａ・Ｂ・Ｃ）」を表

示するものについては８ミリメートル、その他のものに

ついては日本字の大きさの２０分の１以上の太さとし、縁

線及び区分線は、日本字の大きさの２０分の１以上の太さ

とする。

イ 省略

愛 媛 県 報平成３０年３月３０日 第２９６２号

２１５



イ 航路・泊地

既設の港湾施設を変更する事項

地区名 水深（メートル） 面積（ヘクタール）

外 港 １３．０ １

� 外郭施設計画

防波堤

既設の港湾施設を変更する事項

地区名 名 称 延長（メートル）

吉 田 浜 吉 田 浜 防 波 堤 １，２８０（９５０）

既定計画を削除する事項

地区名 名 称 延長（メートル）

外 港 防 波 堤 南 ５０（１３）

注 （ ）の数値は、内数で、完了延長を示す。

� 係留施設計画

岸壁

既設の港湾施設を変更する事項

地区名
公共用
又は専
用の別

水深（メー
トル） バース数 用 途

外 港 公 共 用

１３．０ １ 一 般 船 用

１０．０ １ コンテナ船用

� その他の計画

ア 国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点として機能する

ために必要な施設

既設の港湾施設を変更する事項

地区名 港湾施設 水深（メートル） 延長又は面積

岸 壁 １３．０ ３１０メートル

外 港 泊 地 １３．０ １ヘクタール

航 路 ・ 泊 地 １３．０ １ヘクタール

吉 田 浜 吉 田 浜 防 波 堤 － １，２８０メートル
（９５０メートル）

注 （ ）の数値は、内数で、完了延長を示す。

イ 大規模地震対策施設計画

既設の港湾施設を変更する事項

地区名 港湾施設 水深（メートル） 延長（メートル）

外 港 岸 壁 １０．０ １９０（１７０）

注 （ ）の数値は、内数で、完了延長を示す。

２ 港湾計画の縦覧の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部河川港湾局港湾海岸課

�������
�愛媛県告示第３３６号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、西条市役所において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成３０年３月３０日

東予港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 中村 時広

松山市岩崎町一丁目７番地７号

２ 埋立区域

� 位置

２工区

西条市大新田２７５番の地先公有水面

� 区域

次の各地点のうち①の地点から⑯の地点までを順次に結んだ

線及び、①の地点と⑯の地点を結んだ線により囲まれた区域

基点（愛媛県西条市大新田２７２番地の富士紡績四等三角点）

は、北緯３３度５６分３７秒７２６９、東経１３３度０５分３５秒０４８８の地点

①の地点 基点から２０度５１分１０秒４６２．７４メートルの地点

②の地点 ①の地点から４６度１１分３３秒１５１．４２メートルの地点

③の地点 ②の地点から１３６度４０分１６秒３２６．９４メートルの地

点

④の地点 ③の地点から２２６度１５分１１秒２８．３３メートルの地点

⑤の地点 ④の地点から３１６度４０分４８秒１９０．９１メートルの地

点

⑥の地点 ⑤の地点から２２６度３９分３０秒１．５９メートルの地点

⑦の地点 ⑥の地点から３１６度４４分２８秒４．００メートルの地点

⑧の地点 ⑦の地点から４６度５４分０２秒１．５８メートルの地点

⑨の地点 ⑧の地点から３１６度４３分３８秒８９．９３メートルの地点

⑩の地点 ⑨の地点から２２７度１８分１８秒１．５８メートルの地点

⑪の地点 ⑩の地点から３１６度３９分５１秒４．４６メートルの地点

⑫の地点 ⑪の地点から２２６度０９分５８秒７６．１２メートルの地点

⑬の地点 ⑫の地点から１３６度０７分２１秒４．３７メートルの地点

⑭の地点 ⑬の地点から２２６度１７分１３秒２３．９９メートルの地点

⑮の地点 ⑭の地点から１５２度４８分３２秒１２９．４２メートルの地

点

⑯の地点 ⑮の地点から２３３度５０分５３秒３２．７９メートルの地点

� 面積

１８，４６１．２８平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１０年９月７日 愛媛県指令港第１２９号

４ しゅん功認可年月日

平成３０年３月３０日
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人事委員会規則

�愛媛県告示第３３７号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、西条市役所において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成３０年３月３０日

東予港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

西条市

西条市明屋敷１６４番地

代表者 西条市長 玉井 敏�
西条市丹原町高松甲１３５１番地１

２ 埋立区域

� 位置

１工区

西条市大新田２７５番の地先公有水面

� 区域

次の各地点を順次に結んだ線及び①の地点と⑥の地点を結ぶ

昭和４５年９月２４日付け愛媛県指令港第４４８号で竣功許可された

埋立地と公有水面との境界線（ＤＬ＋３．８５メートルにより決定）

により囲まれた区域

基点（愛媛県西条市大新田２７２番地の富士紡績四等三角点）

は、北緯３３度５６分３７秒７２６９、東経１３３度０５分３５秒０４８８の地点

①の地点 基点から１２度３３分２３秒４８３．９４メートルの地点

②の地点 ①の地点から４６度１１分３７秒１６７．３５メートルの地点

③の地点 ②の地点から１３６度４２分１６秒７０．０１メートルの地点

④の地点 ③の地点から２２６度１１分３３秒１５１．４２メートルの地

点

⑤の地点 ④の地点から１５２度５０分０６秒１６８．６７メートルの地

点

⑥の地点 ⑤の地点から２４２度５９分０２秒３４．６０メートルの地点

� 面積

１８，２６１．４９平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１０年９月７日 愛媛県指令港第１３０号

４ しゅん功認可年月日

平成３０年３月３０日

�������
�愛媛県告示第３３８号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、宇和島市長から次のとおり公共測量が

終了した旨の通知があった。

平成３０年３月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（空中写真撮影）

２ 作業期間 平成２９年７月１４日から

平成３０年３月１２日まで

３ 作業地域 宇和島市一円

�������
�愛媛県告示第３３９号
新居浜市角野土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維

持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成３０年３月３０日

愛媛県東予地方局長 � 塚 真 志

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新居浜市角野土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画

書の写し

� 新居浜市角野土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成３０年３月３１日から４月２７日まで

３ 縦覧場所

新居浜市役所本庁

�愛媛県人事委員会規則７－１２０３
職員の給与の支給等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３０年３月３０日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の給与の支給等に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の給与の支給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（この規則の目的）

第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５７号。以下「条例」という。）第５条、第１４条、第１５条第２

項本文、第１８条、第２１条の４第１号及び第２２条並びに附則第１６項

及び第１７項の規定に基づき、職員の給与の支給等に関し必要な事

項を定めることを目的とする。

（この規則の目的）

第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５７号。以下「条例」という。）第５条、第１４条、第１５条第２

項本文、第１８条、第２１条の４第１号及び第２２条並びに附則第１６項

及び第１７項の規定に基づき、職員の給与の支給等に関し必要な事

項を定めることを目的とする。
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（勤務１時間当たりの給与額の算出）

第１５条の２ 条例第１８条及び附則第１７項の人事委員会規則で定める

時間は、１週間当たりの勤務時間を５で除して得た時間に４月１

日から翌年の３月３１日までの間における休日（土曜日に当たる日

を除く。）及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日（休日及び

日曜日又は土曜日に当たる日を除く。）の日数の合計を乗じて得

た時間とする。

２ 条例第１８条に規定する特地勤務手当の月額並びに同条及び附則

第１７項に規定するへき地手当の月額に１円未満の端数があるとき

は、それぞれその端数を切り捨てた額をもつてこれらの手当の月

額とする。

（端数計算）

第１６条の２ 省略

様式第１号（第７条、第７条の２、第２０条関係） 扶養親族届兼扶

養手当認定簿

（表）

扶養親族届兼扶養手当認定簿

（勤務１時間当たりの給与額の算出）

第１５条の２ 条例第１８条及び附則第１７項の人事委員会規則で定める

時間は、１週間当たりの勤務時間を５で除して得た時間に４月１

日から翌年の３月３１日までの間における休日（土曜日に当たる日

を除く。）及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日（休日及び

日曜日又は土曜日に当たる日を除く。）の日数の合計を乗じて得

た時間とする。

２ 条例第１８条に規定する特地勤務手当の月額並びに同条及び附則

第１７項に規定するへき地手当の月額に１円未満の端数があるとき

は、それぞれその端数を切り捨てた額をもつてこれらの手当の月

額とする。

（端数計算）

第１６条の２ 条例附則第１５項の規定により給与が減ぜられて支給さ

れる職員について、同項各号に掲げる給与の額から当該各号に定

める額に相当する額を減じた額に１円未満の端数を生じたとき

は、その端数を切り捨てるものとする。

第１６条の３ 省略

（給与期間の中途において特定職員となつた場合等の給料の日割

計算）

第２０条の４ 職員が５５歳に達した日後における最初の４月１日後に

おける給与期間の中途において、特定職員（条例附則第１５項に規

定する特定職員をいう。以下この条において同じ。）以外の者か

ら特定職員となり、又は特定職員から特定職員以外の者となつた

場合におけるその給与期間の給料は、日割計算により支給する。

様式第１号（第７条、第７条の２、第２０条関係） 扶養親族届兼扶

養手当認定簿

（表）

扶養親族届兼扶養手当認定簿

省略 省略

省略 省略

上記のとおり相違ないことを確認する。

年 月 日

所属長 職 氏名 �

省略 配偶者の有無 □有 □無

その事実の生じた年月日 年 月 日

省略

上記のとおり相違ないことを確認する。

年 月 日

所属長 職 氏名 �

決

支給開始

（終了）・

支給額改定

時期

認定扶養

親 族

（子以外）

認定扶養

親 族

（子）

省略

決

支給開始

（終了）・

支給額改定

時期

配偶者の

有 無

配偶者

以外の

認定扶

養親族

認定扶養

親族中加

算措置の

対象とな

る子

省略

うち加算対

象

人 人 人 省略 □有・扶養 人 人 省略

年 月 年 月 □有・被扶養

から 円 円 円 から □無 （円） 円 円

定 定

人 人 人 省略 □有・扶養 人 人 省略

年 月 年 月 □有・被扶養

から 円 円 円 から □無 （円） 円 円

事 事

人 人 人 省略 □有・扶養 人 人 省略

年 月 年 月 □有・被扶養
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（教育職員の給与の支給等に関する規則の一部改正）

第２条 教育職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―６０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

から 円 円 円 から □無 （円） 円 円

項 項

人 人 人 省略 □有・扶養 人 人 省略

年 月 年 月 □有・被扶養

から 円 円 円 から □無 （円） 円 円

注 省略

（裏）

記入上の注意

（届出者記入項目関係）

１～５ 省略

６ 省略

（任命権者記入項目関係）

１・２ 省略

様式第３号（第２０条関係） 給与減額簿

省略

注 省略

（裏）

記入上の注意

（届出者記入項目関係）

１～５ 省略

６ 「配偶者の有無」には、次に掲げる場合にのみ該当す

る□にレ印を付け、「その事実の生じた年月日」は、次

の�及び�に該当する場合にのみ併せて記入すること。

� 新たに職員となつた者に配偶者以外の扶養親族があ

り、かつ、配偶者がない場合

� 配偶者のない職員が、配偶者以外の扶養親族を有す

るに至つた場合

� 扶養親族でない配偶者及び配偶者以外の扶養親族を

有している職員が、配偶者を欠くに至つた場合

� 配偶者がなく、かつ、配偶者以外の扶養親族を有し

ている職員が、扶養親族でない配偶者を有するに至つ

た場合

７ 省略

（任命権者記入項目関係）

１・２ 省略

３ 「配偶者の有無」欄には、配偶者の有無及び配偶者を

有する場合における当該配偶者の扶養認定の状況につい

て、該当する□にレ印を付けること。

様式第３号（第２０条関係） 給与減額簿

省略

省略 省略

注１ 「勤務１時間当たりの給与額」欄は、職員の給与に関す

る条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第１８条又は附則第１７

項の規定により算出した額を記入すること。この場合にお

いて、当該額に５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り

捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１円

に切り上げること。

２・３ 省略

注１ 「勤務１時間当たりの給与額」欄は、職員の給与に関す

る条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第１８条又は附則第１７

項の規定により算出した額を記入すること。この場合にお

いて、当該額に５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り

捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１円

に切り上げること。

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（この規則の目的）

第１条 この規則は、教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛

県条例第３０号。以下「条例」という。）第１８条、第２０条の４第１

号及び第２１条並びに附則第１４項及び第１５項の規定に基づき、教育

職員の給与の支給等に関し必要な事項を定めることを目的とす

る。

（勤務１時間当たりの給与額を算出する場合に減ずる時間）

（この規則の目的）

第１条 この規則は、教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛

県条例第３０号。以下「条例」という。）第１８条、第２０条の４第１

号及び第２１条並びに附則第１４項及び第１５項の規定に基づき、教育

職員の給与の支給等に関し必要な事項を定めることを目的とす

る。

（勤務１時間当たりの給与額を算出する場合に減ずる時間）
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（農林漁業普及指導手当の支給等に関する規則の一部改正）

第３条 農林漁業普及指導手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―２２５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（特地勤務手当等に関する規則の一部改正）

第４条 特地勤務手当等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―３６８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（特地勤務手当の月額）

第３条 省略

２ 省略

３ 次の各号に掲げる職員に対する前項の規定の適用については、

（特地勤務手当の月額）

第３条 省略

２ 省略

３ 次の各号に掲げる職員に対する前項の規定の適用については、

第６条 条例第１８条及び附則第１５項の人事委員会規則で定める時間

は、１週間当たりの勤務時間を５で除して得た時間に４月１日か

ら翌年の３月３１日までの間における国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日（土曜日に当たる日を除

く。）及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日（同法に規定す

る休日及び日曜日又は土曜日に当たる日を除く。）の日数の合計

を乗じて得た時間とする。

第８条 省略

第６条 条例第１８条及び附則第１５項の人事委員会規則で定める時間

は、１週間当たりの勤務時間を５で除して得た時間に４月１日か

ら翌年の３月３１日までの間における国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日（土曜日に当たる日を除

く。）及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日（同法に規定す

る休日及び日曜日又は土曜日に当たる日を除く。）の日数の合計

を乗じて得た時間とする。

（給与期間の中途において特定教育職員となつた場合等の給料の

日割計算）

第８条 職員が５５歳に達した日後における最初の４月１日後におけ

る給与期間の中途において、特定教育職員（条例附則第１３項に規

定する特定教育職員をいう。以下この条において同じ。）以外の

者から特定教育職員となり、又は特定教育職員から特定教育職員

以外の者となつた場合におけるその給与期間の給料は、日割計算

により支給する。

第９条 省略

改 正 後 改 正 前

（目的）

第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５７号。以下「条例」という。）第１８条の５及び第２２条並びに

附則第１６項の規定に基づき、農林漁業普及指導手当の支給等に関

し必要な事項を定めることを目的とする。

別記様式（第５条関係） 農林漁業普及指導手当支給確認明細書

省略

（目的）

第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５７号。以下「条例」という。）第１８条の５及び第２２条並びに

附則第１６項の規定に基づき、農林漁業普及指導手当の支給等に関

し必要な事項を定めることを目的とする。

（条例附則第１５項第４号に定める額の日割計算）

第６条 職員が５５歳に達した日後における最初の４月１日後におけ

る給与期間の中途において、特定職員（条例附則第１５項に規定す

る特定職員をいう。以下この条において同じ。）以外の者から特

定職員となり、又は特定職員から特定職員以外の者となつた場合

におけるその給与期間の同項第４号に定める額は、日割りによつ

て計算した額とする。

別記様式（第５条関係） 農林漁業普及指導手当支給確認明細書

省略

省略 省略

備考

１～３ 省略

備考

１～３ 省略

４ 支給額は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５７号）附則第１５項の規定により給与が減ぜられて支給

される職員にあつては、同項の規定により減ぜられた農林

漁業普及指導手当の額を記入すること。

改 正 後 改 正 前
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当該各号に定めるところによる。

�～� 省略

� 前項各号に定める日が平成２１年４月１日から同年１１月３０日ま

での間にある職員（その日に平成２１年度減額改定対象職員（職

員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２１年愛媛

県条例第６１号）附則第２項第１号に規定する減額改定対象職員

をいう。次条第３項第１号において同じ。）であつた者に限

る。） 前項中「受けていた給料及び扶養手当」とあるのは、

「係る給料について職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例（平成２１年愛媛県条例第６１号。以下この項において「平

成２１年改正条例」という。）の施行の日における平成２１年改正

条例第１条の規定による改正後の条例の規定及び平成２１年改正

条例第１３条の規定による改正後の職員の給与に関する条例等の

一部を改正する条例（平成１７年愛媛県条例第８８号）附則第７項

から第９項までの規定によるものとした場合の給料の月額並び

に当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日に受

けていた扶養手当」とする。

� 前項各号に定める日が平成２２年４月１日から同年１１月３０日ま

での間にある職員（その日に平成２２年度減額改定対象職員（職

員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２２年愛媛

県条例第５０号）附則第２項第１号に規定する減額改定対象職員

をいう。次条第３項第２号において同じ。）であつた者に限

る。） 前項中「受けていた給料及び扶養手当」とあるのは、

「係る給料について職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例（平成２２年愛媛県条例第５０号。以下この項において「平

成２２年改正条例」という。）の施行の日における平成２２年改正

条例第１条の規定による改正後の条例の規定及び平成２２年改正

条例第１３条の規定による改正後の職員の給与に関する条例等の

一部を改正する条例（平成１７年愛媛県条例第８８号）附則第７項

から第９項までの規定によるものとした場合の給料の月額並び

に当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日に受

けていた扶養手当」とする。

� 前項各号に定める日が平成２３年４月１日から同年１１月３０日ま

での間にある職員（その日に平成２３年度減額改定対象職員（職

員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２３年愛媛

県条例第５４号）附則第２項第１号に規定する減額改定対象職員

をいう。次条第３項第３号並びに附則第９項第２号及び第１２項

第２号において同じ。）であつた者に限る。） 前項中「受け

ていた給料及び扶養手当」とあるのは、「係る給料について職

員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２３年愛媛

県条例第５４号。以下この項において「平成２３年改正条例」とい

う。）の施行の日における平成２３年改正条例第１条の規定によ

る改正後の条例の規定及び平成２３年改正条例第５条の規定によ

る改正後の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（平成１７年愛媛県条例第８８号）附則第７項から第９項までの規

定によるものとした場合の給料の月額並びに当該各号に掲げる

場合の区分に応じ当該各号に定める日に受けていた扶養手当」

とする。

４ 次の各号に掲げる職員に対する第２項（前項各号の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）の規定の適用については、当

該各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 育児短時間勤務職員等であつて、第２項各号に定める日にお

当該各号に定めるところによる。

�～� 省略

� 前項各号に定める日が平成２１年４月１日から同年１１月３０日ま

での間にある職員（その日に平成２１年度減額改定対象職員（職

員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２１年愛媛

県条例第６１号）附則第２項第１号に規定する減額改定対象職員

をいう。次条第３項第１号において同じ。）であつた者に限

る。） 前項中「受けていた給料及び扶養手当」とあるのは、

「係る給料について職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例（平成２１年愛媛県条例第６１号。以下この項において「平

成２１年改正条例」という。）の施行の日における平成２１年改正

条例第１条の規定による改正後の条例の規定及び平成２１年改正

条例第１３条の規定による改正後の職員の給与に関する条例等の

一部を改正する条例（平成１７年愛媛県条例第８８号）附則第７項

から第９項までの規定によるものとした場合の給料の月額並び

に当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日に受

けていた扶養手当」とする。

� 前項各号に定める日が平成２２年４月１日から同年１１月３０日ま

での間にある職員（その日に平成２２年度減額改定対象職員（職

員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２２年愛媛

県条例第５０号）附則第２項第１号に規定する減額改定対象職員

をいう。次条第３項第２号において同じ。）であつた者に限

る。） 前項中「受けていた給料及び扶養手当」とあるのは、

「係る給料について職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例（平成２２年愛媛県条例第５０号。以下この項において「平

成２２年改正条例」という。）の施行の日における平成２２年改正

条例第１条の規定による改正後の条例の規定及び平成２２年改正

条例第１３条の規定による改正後の職員の給与に関する条例等の

一部を改正する条例（平成１７年愛媛県条例第８８号）附則第７項

から第９項までの規定によるものとした場合の給料の月額並び

に当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日に受

けていた扶養手当」とする。

� 前項各号に定める日が平成２３年４月１日から同年１１月３０日ま

での間にある職員（その日に平成２３年度減額改定対象職員（職

員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２３年愛媛

県条例第５４号）附則第２項第１号に規定する減額改定対象職員

をいう。次条第３項第３号並びに附則第９項第２号及び第１２項

第２号において同じ。）であつた者に限る。） 前項中「受け

ていた給料及び扶養手当」とあるのは、「係る給料について職

員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２３年愛媛

県条例第５４号。以下この項において「平成２３年改正条例」とい

う。）の施行の日における平成２３年改正条例第１条の規定によ

る改正後の条例の規定及び平成２３年改正条例第５条の規定によ

る改正後の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（平成１７年愛媛県条例第８８号）附則第７項から第９項までの規

定によるものとした場合の給料の月額並びに当該各号に掲げる

場合の区分に応じ当該各号に定める日に受けていた扶養手当」

とする。

４ 次の各号に掲げる職員に対する第２項（前項各号の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）の規定の適用については、当

該各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 育児短時間勤務職員等であつて、第２項各号に定める日にお
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いて育児短時間勤務職員等であつたもの 同項中「受けていた

給料及び」とあるのは「受けていた給料の月額を同日における

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛

媛県条例第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者

の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間

で除して得た数で除して得た額に同項の規定により定められた

その者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再

任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤

務時間で除して得た数を乗じて得た額及び同日に受けていた」

と、前項第４号から第６号までの規定により読み替えて適用す

る第２項中「並びに当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各

号に定める日」とあるのは「を当該各号に掲げる場合の区分に

応じ当該各号に定める日における職員の休日、休暇並びに勤務

時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第１

項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する

育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時

間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数で除して得た

額に同項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規

定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期

付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額並びに同日」とする。

（特地勤務手当に準ずる手当）

第４条 省略

２ 条例第１１条の３第１項の規定による特地勤務手当に準ずる手当

の月額は、同項に規定する異動又は公署の移転の日（職員が当該

異動によりその日前１年以内に在勤していた公署に勤務すること

となつた場合（人事委員会が定める場合に限る。）には、その日

前の人事委員会が定める日。以下この条及び附則第１１項から第１３

項までにおいて同じ。）に受けていた給料及び扶養手当の月額の

合計額（附則第１１項において「異動等の日の給料等の合計額」と

いう。）に、次の表の左欄に掲げる期間等の区分に応じ、同表の

右欄に掲げる支給割合を乗じて得た額（その額が現に受ける給料

及び扶養手当の月額の合計額に１００分の６を乗じて得た額を超え

るときは、当該額）とする。

省略

いて育児短時間勤務職員等であつたもの 同項中「受けていた

給料及び」とあるのは「受けていた給料の月額を同日における

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛

媛県条例第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者

の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間

で除して得た数で除して得た額に当該

数を乗じて得た額及び同日に受けていた」

と、前項第４号から第６号までの規定により読み替えて適用す

る第２項中「並びに当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各

号に定める日」とあるのは「を当該各号に掲げる場合の区分に

応じ当該各号に定める日における職員の休日、休暇並びに勤務

時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第１

項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する

育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時

間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数で除して得た

額に当該

数を乗じ

て得た額並びに同日」とする。

（特地勤務手当に準ずる手当）

第４条 省略

２ 条例第１１条の３第１項の規定による特地勤務手当に準ずる手当

の月額は、同項に規定する異動又は公署の移転の日（職員が当該

異動によりその日前１年以内に在勤していた公署に勤務すること

となつた場合（人事委員会が定める場合に限る。）には、その日

前の人事委員会が定める日。以下この条及び附則第１１項から第１３

項までにおいて同じ。）に受けていた給料及び扶養手当の月額の

合計額（附則第１１項において「異動等の日の給料等の合計額」と

いう。）に、次の表の左欄に掲げる期間等の区分に応じ、同表の

右欄に掲げる支給割合を乗じて得た額（その額が現に受ける給料

及び扶養手当の月額の合計額に１００分の６を乗じて得た額を超え

るときは、当該額）とする。

省略

３ 次の各号に掲げる職員に対する前項の規定の適用については、

当該各号に定めるところによる。

� 条例第１１条の３第１項に規定する異動又は公署の移転の日が

平成２１年４月１日から同年１１月３０日までの間にある職員（その

日に平成２１年度減額改定対象職員であつた者に限る。） 前項

中「受けていた給料及び扶養手当」とあるのは、「係る給料に

ついて職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成

２１年愛媛県条例第６１号。以下この項において「平成２１年改正条

例」という。）の施行の日における平成２１年改正条例第１条の

規定による改正後の条例の規定及び平成２１年改正条例第１３条の

規定による改正後の職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例（平成１７年愛媛県条例第８８号）附則第７項から第９項ま

での規定によるものとした場合の給料の月額並びに条例第１１条

の３第１項に規定する異動又は公署の移転の日に受けていた扶

養手当」とする。

� 条例第１１条の３第１項に規定する異動又は公署の移転の日が
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３ 次の各号に掲げる職員に対する前項項（前項各号の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）の規定の適用については、当

該各号に定めるところによる。

� 育児短時間勤務職員等以外の職員であつて、条例第１１条の３

第１項に規定する異動又は公署の移転の日において育児短時間

勤務職員等であつたもの 前項 中「受けていた給料及び」と

あるのは、「受けていた給料の月額を条例第１１条の３第１項に

規定する異動又は公署の移転の日における職員の休日、休暇並

びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第

１１条第１項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に

規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任

期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数で除

して得た額及び同日に受けていた」と、前項各号の規定により

読み替えて適用する第２項中「並びに条例第１１条の３第１項に

規定する異動又は公署の移転の日」とあるのは「を条例第１１条

の３第１項に規定する異動又は公署の移転の日における職員の

休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者の勤務

時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤

務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除し

て得た数で除して得た額並びに同日」とする。

� 育児短時間勤務職員等であつて、条例第１１条の３第１項に規

定する異動又は公署の移転の日において育児短時間勤務職員等

以外の職員であつたもの 前項 中「受けていた給料及び扶養

手当の月額の合計額」とあるのは、「受けていた給料の月額に

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛

媛県条例第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者

の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短

平成２２年４月１日から同年１１月３０日までの間にある職員（その

日に平成２２年度減額改定対象職員であつた者に限る。） 前項

中「受けていた給料及び扶養手当」とあるのは、「係る給料に

ついて職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成

２２年愛媛県条例第５０号。以下この項において「平成２２年改正条

例」という。）の施行の日における平成２２年改正条例第１条の

規定による改正後の条例の規定及び平成２２年改正条例第１３条の

規定による改正後の職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例（平成１７年愛媛県条例第８８号）附則第７項から第９項ま

での規定によるものとした場合の給料の月額並びに条例第１１条

の３第１項に規定する異動又は公署の移転の日に受けていた扶

養手当」とする。

� 条例第１１条の３第１項に規定する異動又は公署の移転の日が

平成２３年４月１日から同年１１月３０日までの間にある職員（その

日に平成２３年度減額改定対象職員であつた者に限る。） 前項

中「受けていた給料及び扶養手当」とあるのは、「係る給料に

ついて職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成

２３年愛媛県条例第５４号。以下この項において「平成２３年改正条

例」という。）の施行の日における平成２３年改正条例第１条の

規定による改正後の条例の規定及び平成２３年改正条例第５条の

規定による改正後の職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例（平成１７年愛媛県条例第８８号）附則第７項から第９項ま

での規定によるものとした場合の給料の月額並びに条例第１１条

の３第１項に規定する異動又は公署の移転の日に受けていた扶

養手当」とする。

４ 次の各号に掲げる職員に対する第２項（前項各号の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）の規定の適用については、当

該各号に定めるところによる。

� 育児短時間勤務職員等以外の職員であつて、条例第１１条の３

第１項に規定する異動又は公署の移転の日において育児短時間

勤務職員等であつたもの 第２項中「受けていた給料及び」と

あるのは 「受けていた給料の月額を条例第１１条の３第１項に

規定する異動又は公署の移転の日における職員の休日、休暇並

びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第

１１条第１項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に

規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任

期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数で除

して得た額及び同日に受けていた」と、前項各号の規定により

読み替えて適用する第２項中「並びに条例第１１条の３第１項に

規定する異動又は公署の移転の日」とあるのは「を条例第１１条

の３第１項に規定する異動又は公署の移転の日における職員の

休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者の勤務

時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤

務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除し

て得た数で除して得た額並びに同日」とする。

� 育児短時間勤務職員等であつて、条例第１１条の３第１項に規

定する異動又は公署の移転の日において育児短時間勤務職員等

以外の職員であつたもの 第２項中「受けていた給料及び扶養

手当の月額の合計額」とあるのは 「受けていた給料の月額に

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛

媛県条例第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者

の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短
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時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間

で除して得た数を乗じて得た額及び扶養手当の月額の合計額」

と、前項各号の規定により読み替えて適用する第２項中「並び

に」とあるのは「に職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関す

る条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第１項の規定によ

り定められたその者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤

務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以

外の職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額並びに」と

する。

� 育児短時間勤務職員等であつて、条例第１１条の３第１項に規

定する異動又は公署の移転の日において育児短時間勤務職員等

であつたもの 前項 中「受けていた給料及び」とあるのは、

「受けていた給料の月額を条例第１１条の３第１項に規定する異

動又は公署の移転の日における職員の休日、休暇並びに勤務時

間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第１項

の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する育

児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間

勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数で除して得た額

に同項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定

する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付

短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額及び同日に受けていた」と、前項各号の規定により読み

替えて適用する第２項中「並びに条例第１１条の３第１項に規定

する異動又は公署の移転の日」とあるのは「を条例第１１条の３

第１項に規定する異動又は公署の移転の日における職員の休

日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例

第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者の勤務時

間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して

得た数で除して得た額に当該数を乗じて得た額並びに同日」と

する。

（端数計算）

第６条 第３条若しくは附則第８項の規定による特地勤務手当の月

額又は第４条第２項若しくは附則第１１項の規定による特地勤務手

当に準ずる手当の月額に１円未満の端数があるときは、それぞれ

その端数を切り捨てた額をもつてこれらの給与の月額とする。

附 則

７ 第３条第２項各号に定める日又は条例第１１条の３第１項に規定

する異動若しくは公署の移転の日（以下「特地公署勤務開始等の

日」という。）が平成１８年４月１日から平成２２年３月３１日までの

間にある職員に対する同年４月１日以降の特地勤務手当等に係る

第３条第２項（同条第３項第４号（同条第４項各号の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）及び同条第４項各号の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）及び第４条第２項（同条

第３項各号

の規定により読み替えて適用

する場合を含む。）の規定の適用については、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。

読み替える規定

読み替

えられ

る字句

読み替

える字

句

省略

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間

で除して得た数を乗じて得た額及び扶養手当の月額の合計額」

と、前項各号の規定により読み替えて適用する第２項中「並び

に」とあるのは「に職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関す

る条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第１項の規定によ

り定められたその者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤

務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以

外の職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額並びに」と

する。

� 育児短時間勤務職員等であつて、条例第１１条の３第１項に規

定する異動又は公署の移転の日において育児短時間勤務職員等

であつたもの 第２項中「受けていた給料及び」とあるのは

「受けていた給料の月額を条例第１１条の３第１項に規定する異

動又は公署の移転の日における職員の休日、休暇並びに勤務時

間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第１項

の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する育

児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間

勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数で除して得た額

に当該

数を乗じて

得た額及び同日に受けていた」と、前項各号の規定により読み

替えて適用する第２項中「並びに条例第１１条の３第１項に規定

する異動又は公署の移転の日」とあるのは「を条例第１１条の３

第１項に規定する異動又は公署の移転の日における職員の休

日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例

第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者の勤務時

間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して

得た数で除して得た額に当該数を乗じて得た額並びに同日」と

する。

（端数計算）

第６条 第３条若しくは附則第８項の規定による特地勤務手当の月

額又は第４条第２項若しくは附則第１１項の規定による特地勤務手

当に準ずる手当の月額に１円未満の端数があるときは、それぞれ

その端数を切り捨てた額をもつてこれらの給与の月額とする。

附 則

７ 第３条第２項各号に定める日又は条例第１１条の３第１項に規定

する異動若しくは公署の移転の日（以下「特地公署勤務開始等の

日」という。）が平成１８年４月１日から平成２２年３月３１日までの

間にある職員に対する同年４月１日以降の特地勤務手当等に係る

第３条第２項（同条第３項第４号（同条第４項各号の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）及び同条第４項各号の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）及び第４条第２項（同条

第３項第１号（同条第４項各号の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）及び同条第４項各号の規定により読み替えて適用

する場合を含む。）の規定の適用については、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。

読み替える規定

読み替

えられ

る字句

読み替

える字

句

省略
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第３条第３項第４号の規定により読み替えて

適用する同条第２項（以下「読替え後の第３

条第２項」という。）、第３条第４項第１号

の規定により読み替えて適用する読替え後の

第３条第２項、第３条第４項第２号の規定に

より読み替えて適用する読替え後の第３条第

２項、第３条第４項第３号の規定により読み

替えて適用する読替え後の第３条第２項、第

４条第３項第１号の規定により読み替えて適

用する同条第２項（以下「読替え後の第４条

第２項」という。）、第４条第４項第１号の

規定により読み替えて適用する読替え後の第

４条第２項、第４条第４項第２号の規定によ

り読み替えて適用する読替え後の第４条第２

項及び第４条第４項第３号の規定により読み

替えて適用する読替え後の第４条第２項

省略

第３条第４項第１号の規定により読み替えて

適用する同条第２項、同条第４項第３号の規

定により読み替えて適用する同条第２項、第

４条第３項第１号の規定により読み替えて適

用する同条第２項及び同条第３項第３号の規

定により読み替えて適用する同条第２項

省略

省略

第４条第３項第２号の規定により読み替えて

適用する同条第２項

省略

１４ 特地公署勤務開始等の日が平成２５年７月１日から平成２６年３月

３１日までの間にある職員については、当該特地公署勤務開始等の

日に知事等及び職員の給与の特例に関する条例の一部を改正する

条例（平成２６年愛媛県条例第７号）による改正前の知事等及び職

員の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）第４

条の規定の適用がなかつたものとして、第３条第２項（同条第４

項各号の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び第４

条第２項（同条第３項各号の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）並びに附則第８項（附則第１０項各号の規定により読み

替えて適用する場合を含む。）及び第１１項（附則第１３項各号の規

定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定を適用する。

別表第１ 特地公署（第２条、第３条、附則第８項関係） 省略

第３条第３項第４号の規定により読み替えて

適用する同条第２項（以下「読替え後の第３

条第２項」という。）、第３条第４項第１号

の規定により読み替えて適用する読替え後の

第３条第２項、第３条第４項第２号の規定に

より読み替えて適用する読替え後の第３条第

２項、第３条第４項第３号の規定により読み

替えて適用する読替え後の第３条第２項、第

４条第３項第１号の規定により読み替えて適

用する同条第２項（以下「読替え後の第４条

第２項」という。）、第４条第４項第１号の

規定により読み替えて適用する読替え後の第

４条第２項、第４条第４項第２号の規定によ

り読み替えて適用する読替え後の第４条第２

項及び第４条第４項第３号の規定により読み

替えて適用する読替え後の第４条第２項

省略

第３条第４項第１号の規定により読み替えて

適用する同条第２項、同条第４項第３号の規

定により読み替えて適用する同条第２項、第

４条第４項第１号の規定により読み替えて適

用する同条第２項及び同条第４項第３号の規

定により読み替えて適用する同条第２項

省略

省略

第４条第４項第２号の規定により読み替えて

適用する同条第２項

省略

１４ 特地公署勤務開始等の日が平成２５年７月１日から平成２６年３月

３１日までの間にある職員については、当該特地公署勤務開始等の

日に知事等及び職員の給与の特例に関する条例の一部を改正する

条例（平成２６年愛媛県条例第７号）による改正前の知事等及び職

員の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）第４

条の規定の適用がなかつたものとして、第３条第２項（同条第４

項各号の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び第４

条第２項（同条第４項各号の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）並びに附則第８項（附則第１０項各号の規定により読み

替えて適用する場合を含む。）及び第１１項（附則第１３項各号の規

定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定を適用する。

別表第１ 特地公署（第２条、第３条、附則第８項関係） 省略

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則の一部改正）

第５条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―７１４）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（一般の派遣職員の給与）

第３条 省略

２ 省略

３ 外務公務員俸給等相当年額の算定に当たつては、一般の派遣職

員が、職員給与条例第４条第５項又は教育職員の給与に関する条

例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）第７条第１項の規定により標準

号給数（職員給与条例第４条第６項又は教育職員の給与に関する

（一般の派遣職員の給与）

第３条 省略

２ 省略

３ 外務公務員俸給等相当年額の算定に当たつては、次に定めると

ころによる
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（地域手当に関する規則の一部改正）

第６条 地域手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１０２６）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の修学部分休業に関する規則の一部改正）

第７条 職員の修学部分休業に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―５０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

条例第７条第２項に規定する人事委員会規則で定める基準におい

て当該一般の派遣職員に係る標準となる号給数をいう。）を昇給

するものとし、期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛

媛県人事委員会規則７―２０４）第１４条第１項第３号に掲げる職員

であるものとする。

４～８ 省略

ものとする。

� 一般の派遣職員が、職員給与条例第４条第５項又は教育職員

の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）第７条第１

項の規定により標準号給数（職員給与条例第４条第６項又は教

育職員の給与に関する条例第７条第２項に規定する人事委員会

規則で定める基準において当該一般の派遣職員に係る標準とな

る号給数をいう。）を昇給するものとし、期末手当及び勤勉手

当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―２０４）第

１４条第１項第３号に掲げる職員であるものとすること。

� 一般の派遣職員に、職員給与条例附則第１５項又は教育職員の

給与に関する条例附則第１３項の規定及びこれらの規定により給

与が減ぜられて支給される職員の給与の額を調整する規定の適

用があるものとすること。

４～８ 省略

改 正 後 改 正 前

（端数計算）

第３条 条例第９条の２第２項又は第９条の３の規定による地域手

当の月額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額をもって、当該地域手当の月額とする。条例第１８条、第１９条第

４項及び第５項（条例第１９条の４第４項で準用する場合を含

む。）並びに第１９条の４第３項 に規定する地域

手当の月額に１円未満の端数があるときも、同様とする。

（端数計算）

第３条 条例第９条の２第２項又は第９条の３の規定による地域手

当の月額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額をもって、当該地域手当の月額とする。条例第１８条、第１９条第

４項及び第５項（条例第１９条の４第４項で準用する場合を含

む。）並びに第１９条の４第３項並びに附則第１７項に規定する地域

手当の月額に１円未満の端数があるときも、同様とする。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の修学部分休業に関する条例（平成１７年

愛媛県条例第２号。以下「条例」という。）第５条

の規定に基

づき、職員の修学部分休業に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（給与の減額）

第３条 条例第３条第１項

の規定により減額すべき

給与額（以下「減額すべき給与額」という。）は、その給与期間

の勤務しなかった全時間数によって計算する。この場合におい

て、１時間未満の端数を生じたときは、その端数が３０分以上のと

きは１時間とし、３０分未満のときは切り捨てる。

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の修学部分休業に関する条例（平成１７年

愛媛県条例第２号。以下「条例」という。）第５条及び条例附則

第２項の規定により読み替えられた条例第３条第１項の規定に基

づき、職員の修学部分休業に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（給与の減額）

第３条 条例第３条第１項（条例附則第２項において読み替えられ

る場合を含む。第６条において同じ。）の規定により減額すべき

給与額（以下「減額すべき給与額」という。）は、その給与期間

の勤務しなかった全時間数によって計算する。この場合におい

て、１時間未満の端数を生じたときは、その端数が３０分以上のと

きは１時間とし、３０分未満のときは切り捨てる。

第５条 条例附則第２項の規定により読み替えられた条例第３条第

１項の人事委員会規則で定める時間は、１週間当たりの勤務時間

を５で除して得た時間に４月１日から翌年の３月３１日までの間に
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（職員の高齢者部分休業に関する規則の一部改正）

第８条 職員の高齢者部分休業に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―５１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に第１条の規定による改正前の職員の給与の支給等に関する規則（以下「旧規則」という。）様式第１号の規定に

第５条 省略

第６条 省略

第７条 省略

様式第２号（第６条関係） 省略

おける国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定

する休日（土曜日に当たる日を除く。）及び１２月２９日から翌年の

１月３日までの日（同法に規定する休日及び日曜日又は土曜日に

当たる日を除く。）の日数の合計を乗じて得た時間とする。

２ 条例附則第２項の規定により読み替えられた条例第３条第１項

に規定する地域手当の月額及びへき地手当の月額に１円未満の端

数があるときは、それぞれその端数を切り捨てた額をもってこれ

らの手当の月額とする。

第６条 省略

第７条 省略

第８条 省略

様式第２号（第７条関係） 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１７

年愛媛県条例第３号。以下「条例」という。）第７条

の規定に

基づき、職員の高齢者部分休業に関し必要な事項を定めるものと

する。

（給与の減額）

第３条 条例第３条第１項

の規定により減額すべき

給与額（以下「減額すべき給与額」という。）は、その給与期間

の勤務しなかった全時間数によって計算する。この場合におい

て、１時間未満の端数を生じたときは、その端数が３０分以上のと

きは１時間とし、３０分未満のときは切り捨てる。

第５条 省略

第６条 省略

第７条 省略

様式第２号（第６条 関係） 省略

様式第３号（第７条関係） 省略

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１７

年愛媛県条例第３号。以下「条例」という。）第７条及び条例附

則第２項の規定により読み替えられた条例第３条第１項の規定に

基づき、職員の高齢者部分休業に関し必要な事項を定めるものと

する。

（給与の減額）

第３条 条例第３条第１項（条例附則第２項において読み替えられ

る場合を含む。第６条において同じ。）の規定により減額すべき

給与額（以下「減額すべき給与額」という。）は、その給与期間

の勤務しなかった全時間数によって計算する。この場合におい

て、１時間未満の端数を生じたときは、その端数が３０分以上のと

きは１時間とし、３０分未満のときは切り捨てる。

第５条 条例附則第２項の規定により読み替えられた条例第３条第

１項の人事委員会規則で定める時間は、１週間当たりの勤務時間

を５で除して得た時間に４月１日から翌年の３月３１日までの間に

おける国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定

する休日（土曜日に当たる日を除く。）及び１２月２９日から翌年の

１月３日までの日（同法に規定する休日及び日曜日又は土曜日に

当たる日を除く。）の日数の合計を乗じて得た時間とする。

２ 条例附則第２項の規定により読み替えられた条例第３条第１項

に規定する地域手当の月額及びへき地手当の月額に１円未満の端

数があるときは、それぞれその端数を切り捨てた額をもってこれ

らの手当の月額とする。

第６条 省略

第７条 省略

第８条 省略

様式第２号（第７条、第８条関係） 省略

様式第３号（第８条関係） 省略
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県議会告示

県議会訓令

より提出されている書類は、同条の規定による改正後の職員の給与の支給等に関する規則様式第１号の規定により提出された書類とみな

す。

３ この規則施行の際現にある旧規則様式第１号の規定による扶養親族届兼扶養手当認定簿の用紙は、当分の間、これを訂正して使用する

ことができる。

�愛媛県人事委員会規則７―１２０４
職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則等を廃止する規則を次のよう

に定める。

平成３０年３月３０日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則等を廃止する規則

次に掲げる規則は、廃止する。

� 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則（愛媛県人事委員会規則７

―１１５８）

� 平成２７年勧告改正条例の施行に伴う給与の支給等の特例に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１１６９）

� 平成２８年改正条例の施行に伴う給与の支給等の特例に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１１８３）

� 平成２９年改正条例の施行に伴う給与の支給等の特例に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１１９６）

附 則

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県議会告示第１号
愛媛県議会会議規則（昭和３０年３月愛媛県議会告示第１号）の一部を次のように改正し、平成３０年４月１日から施行する。

平成３０年３月３０日

愛媛県議会議長 鈴 木 俊 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県議会訓令第１号
愛媛県議会事務局

愛媛県議会事務局規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３０年３月３０日

愛媛県議会議長 鈴 木 俊 広

愛媛県議会事務局規程の一部を改正する訓令

愛媛県議会事務局規程（昭和３９年愛媛県議会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第１１０条関係） 別表（第１１０条関係）

名 称 目 的 構成員 招集権者 名 称 目 的 構成員 招集権者

省略 省略

議 会 図 書 室 管

理・運営委員会

議会図書室の管理及び

運営に関し協議又は調

整を行う。

省略 購入図書選定委

員会

購入する図書の選定に

ついて協議を行う。

省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（分掌事務） （分掌事務）
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公営企業訓令

附 則

この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第１号
公営企業管理局

愛媛県公営企業管理局事務決裁規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３０年３月３０日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県公営企業管理局事務決裁規則の一部を改正する訓令

愛媛県公営企業管理局事務決裁規則（昭和６３年愛媛県公営企業訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第５条 各課及び室の分掌事務は、次のとおりとする。

省略

政務調査室

�～� 省略

� 議会図書室管理・運営委員会に関すること。

� 省略

第５条 各課及び室の分掌事務は、次のとおりとする。

省略

政務調査室

�～� 省略

� 購入図書選定委員会 に関すること。

� 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係） 管理者の権限に属する事務に係る一般共

通決裁事項

別表第１（第４条関係） 管理者の権限に属する事務に係る一般共

通決裁事項

事務の

種 類
事 項

決裁区分

事務の

種 類
事 項

決裁区分

管

理

者

専決者 管

理

者

専決者

局

長

課

長

主

幹

局

長

課

長

主

幹

１・２

省略

１・２

省略

３ 個人

情報の

保護に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 省略 ３ 個人

情報保

護法

の

施行に

関する

事務

１ 省略

２ 個人情報取扱事業者及び匿名

加工情報取扱事業者に関するこ

と。

２ 個人情報取扱事業者

に関するこ

と。

� 報告の徴収及び立入検査

（第４０条第１項

）

○ � 報告の徴収（第３２条、第

５１条、個人情報の保護に関す

る法律施行令（以下この部に

おいて「政令」という。）第

１１条第１項）

○

� 助言（第３３条、第５１条、政

令第１１条第１項）

○

� 勧告及び命令（第３４条、第

５１条、政令第１１条第１項）

○

� 個人情報保護委員会への報

告（個人情報の保護に関する

法律施行令第２１条第３項）

○ � 主務大臣 への報

告（政令第１１条第４項

）

○

３ 認定個人情報保護団体に関す

ること。

� 認定（第３７条第１項、第５１

条、政令第１１条第２項）

○
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

� 認定の公示（第３７条第３

項、第５１条、政令第１１条第２

項）

○

� 名称等の変更の届出の受理

（政令第９条第３項、第１１条

第５項）

○

� 認定業務の廃止の届出の受

理（第４０条、第５１条、政令第

１１条第２項）

○

� 報告の徴収（第４６条、第５１

条、政令第１１条第２項）

○

� 措置命令（第４７条、第５１

条、政令第１１条第２項）

○

� 認定の取消し（第４８条第１

項、第５１条、政令第１１条第２

項）

○

� 取消しの公示（第４８条第２

項、第５１条、政令第１１条第２

項）

○

４～１０

省略

４～１０

省略

備考 省略 備考 省略

平成３０年３月３０日 発行
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